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「四国の水問題」について、経済学的な見方・考え方をした場合の現状と課題に
ついて、次の観点から、研究成果を紹介する。【議事概要-P6-23】

１.「四国の水問題」とは何か？
２. 利水に対する「経済学」的な見方と考え方
３.「利水」が可能な「水資源」をどう見るか？
４. 四国における「水資源」の利用状況
５.「四国の水問題」の更なる検討課題の提起【議事概要-P6-23】
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◆四国の水問題とは何か？
「四国水問題研究会」で扱う水問題は治水・利水・環境の３つであるが、相互関
係の詰めが必要である。また、治水・環境は理解が得られやすいのに対し、最も
揉めるのは利水であることから、利水に重きを置いた見方で話題を提供させて頂
く。【議事概要-P6-24】

◆利水に対する「経済学」的な見方と考え方
「経済学」とは、資源（希少性のあるもの、経済財）の最適配分を教えてくれる「学問体系」であり、経済財
は、排除性、競合性の有無によって、私的財と純粋公共財に分類される。
排除性があって、かつ競合性がある「私的財」の最適配分は市場原理に任せればよい。しかし排除性も競合性も
無い「純粋公共財」の最適配分は、市場原理に馴染まず、資源の最適配分が損なわれるため、何らかの規制が必
要である。このような違いを認識した上で、「水資源」とは「私的財」か「純粋公共財」かについて、以下の３
つ（①～③）の観点からアプローチした。【議事概要-P6-24】
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◆「利水」が可能な「水資源」をどう見るか？
①先行研究（ブックレビュー）
「私的財」としての水：世界では戦略ビジネスとしての水を巡る「水戦争」をは
じめ、水道事業の民営化の動き等がある。【議事概要-P6-24】

「公共財」としての水：一方ではバーチャルウォーター（仮想水）の公的財とし
ての取り扱い。世界の水道事業の民営化の動きの中で、水道民営化の失敗と代替
策に取り組む動き、成功している公営水道などの事例がある。【議事概要-P6-
24】
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市場の失敗（私的財）、政府の失敗（公的財）については、それぞれが別の問題
を生じさせることから、「公共」の意義と役割を熟慮する必要がある。【議事概
要-P6-24】
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水を分配する新たなルールづくりが大事であり、水の有効利用を図るには経済学
的な考察が必要である。
我々一人ひとりの意識・考え方が、「水危機」を招いている。
（以上のような水問題に関する議論を紹介した上で、様々な先行研究と経済学的
な考察を紹介。）【議事概要-P6-24】

5-92



5-93



5-94



②個別具体の事例
ミネラルウォーターの需要は急速に拡大し、民間では「おいしい水」を「私的
財」として差別化してきている。また、コカコーラとペプシコーラは、加工した
飲み物ではなく”水（自体の）ビジネス”で「水戦争」を繰り広げている。【議
事概要-P6-24】
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◆四国における「水資源」の利用状況
【議事概要-P6-24】
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③水資源の利用状況データ
四国における水利用率は約13％であり、農業用水の利用量が約60％と最も多い。
【議事概要-P6-25】

農業用水：四国の農業生産額のウェイトは10％未満であるが、農水使用量は非常
に多いにも拘わらず利用状況を示すデータ（実証分析）が不足している。事務局
からの説明に、「既得水量を確保した上での新規開発」という話があったが、
「（ほとんどが農水である）既得水量」の意味（量の根拠）にまで踏み込まない
と納得がいかないのではないか。【議事概要-P6-25】
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工業用水：紙パルプ製造業および化学工業は水使用量が多い工業部門である。四
国地域のこれらの製造品出荷額は伸びているが、工業用水使用量は逆に減ってい
る。これは回収水使用率が大きく伸びているためであり、工業用水の分野では、
コスト意識が働き、かなりの程度、水の有効利用が図られている。【議事概要-
P6-25】
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生活用水：水道料金の設定方法は複雑で、地方自治体ごとに差がある。水を「私
的財」として見た時には、現在の水道料金の設定は、資源の最適配分に全く寄与
していない。【議事概要-P6-25】
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◆「四国の水問題」の更なる検討課題の提起
水資源の有効利用を図るためには、正しい知識を共有することにより、政策志向に基づく
更なる検討が望まれる。既得権だからということではなく、一番多く水を使っている人が
どれほどそれを有効に使っているのかという情報の提供が必要ではないか。
一般の生活者の意識としても、生活用水については、もう少し踏み込んで考える必要があ
るのではないか。【議事概要-P6-25】
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